
◎基本情報

● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 □ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

来年度以降の方
向性

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

令和６年度モデル事業において避難行動要支援者名簿掲載者には施設入所者等の本事業の対象外となる
者が多数含まれることが判明。令和７年度はこの点もふまえ実質的な対象者数の把握に努め、これまで未着
手の担当の福祉専門職がついていない対象者への対応を含め、計画作成を働きかける対象の増加を目指
す。

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

5% 2% 37% 69% 100%

↓

アウトカム
成果指標1

計画作成の対象者に働きかけを行った割合 という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

5% 2% 37% 69% 100%

人工

指標

アウトプット
活動指標1

計画作成の対象者に働きかけを行った割合 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

0 人工

令和7年度予算額 20,000 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量 0

正規職員業務量 0 人工

令和6年度決算額 126 千円 うち特定財源 0 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 0 人工

令和6年度予算額 0 千円 うち特定財源 0 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

市が主体となって個別避難計画の作成を推進することで、避難行動要支援者や家族の日ごろの防災意識を高め、当事者自身
の取組である「自助」を促進することにより災害時の円滑な避難の実現を目指す。

他都市の状況

他都市においても、令和３年５月の災害対策基本法の一部改正により、優先度が高いと判断される避難行動要支援者につい
て、おおむね５年程度で個別避難計画を作成することが努力義務化されている。
他政令都市でも法改正を踏まえた新たな個別避難計画を作成する仕組みが続々と開始されている。（２０政令指定都市中１４
市で開始済み※令和６年９月時点）

市民参加の実施

令和5年度決算額 146 千円 うち特定財源 0

施策名 災害時や感染症の感染拡大時においても、誰もが安心して医療や介

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

近年、全国的に頻発している豪雨災害等において、高齢者や障がい者といった要配慮者に被害が集中したり、避難が適切に
行われなかった事例が多数確認されている。この状況を受け、国において令和３年５月に災害対策基本法の一部が改正され、
避難行動要支援者名簿掲載者のうち同意を得られた者に対して、一人一人の避難場所や避難の際に配慮すべき事項等を記
載した個別避難計画を作成することが市町村に努力義務化された。また、個別避難計画の作成を進めるにあたっては、避難行
動要支援者の心身の状況をよく知り信頼関係も期待できるケアマネジャーといった福祉専門職の協力を得ることが極めて重要
とされた。なお、災害危険区域に居住する心身の状況が重度の者など、市町村において個別避難計画作成の優先度が高いと
判断される者について、法改正からおおむね５年程度で作成に取り組むこととされている。

事業内容
（何を実施し）

避難行動要支援者名簿に掲載された者のうち、災害危険区域に居住する心身の状況が重度の者など、災害発生時のリスクが
高いと考えられる、計画作成の優先度が高いと判断される方について、市が主体となって個別避難計画の作成を推進する。

令和５年度に実施した計画作成の試行実施や福祉事業所へのアンケート調査により明らかになった課題への対応策や、福祉
専門職の負担軽減といったは未検証の課題を検証するため、令和６年度については、対象区や地区を設定してのモデル事業
を実施した。
前期（令和６年８～１１月：清田区全域及び西区宮の沢エリア）及び後期（令和６年１２月～令和７年３月：南区藤野・藻岩・南沢
及び豊平区豊平・中の島エリア）の２期に分けて実施。

モデル事業においては、令和５年度の試行実施の協力事業者との意見交換や福祉事業所アンケート調査への回答で意見の
多かった、福祉専門職を対象とした個別避難計画作成の説明会について、福祉専門職が通常業務で多忙なことに配慮しオン
ライン形式で開催したほか、作成手引書を作成し配布するなどの支援を行った。

事業名 個別避難計画推進費

評価担当課 所   属 保）総務部　地域福祉・生活支援 電話番号 011-211-2932

事業評価調書
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